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(33) Katz v. United States, 389 U. S. 347, at 357 (1967) ; United States v.

































































































































R. LaFave, “Being Frank About the Fourth : On Allen’s “Process of
‘Factualization’ in the Search and Seizure Cases”, 85 Mich. L. Rev. 427, at
459 (1986) 参照。
(77) Welsh v. Wisconsin, 466 U. S. 740, at 74748, 753 (1984) ; Minnesota v.






Ohio, 392 U. S. 1, at 9 (1968) ; Katz v. United States, 389 U. S. 347, at 361







(82) Stephen A. Saltzburg, Daniel J. Capra, Catherine Hancock, Basic Criminal
Procedure, at 127 (4th. ed. 2005) ; LaFave, supra note (76), at 441，安冨
潔・前掲(注74)185頁，渥美東洋『刑事訴訟法』[新版〕(1990年）64頁
以下参照。
(83) LaFave, supra note (4), at 44142 ; Terry v. Ohio, 392 U. S. 1, at 21, 30
合理的な例外の可能性について 91
(1968). Terry 判決については，アメリカ法２号（1969年）246頁（松
尾浩也執筆)，阪村幸男『英米判例百選Ⅰ公法』(1978年）170頁参照。
(84) 安冨潔・前掲(注74)185頁，渥美東洋・前掲(注65)87頁以下参照。
(85) 東京高裁昭和44年６月20日判決（高刑集22巻３号352頁，判例時報575
号85頁)。
(86) 令状要件を除いて憲法の捜索・押収の要件は具備しており，それを具
備しているからこそ，令状入手の時間的余裕の欠如が令状要件を免除す
る正当理由とされていることと相俟って，合理的な例外とされている。
渥美東洋・前掲（注65)102頁。
(87) もっとも，立法的解決が望ましいとしている。渥美東洋『刑事訴訟法』
[新版〕(1990年）95頁以下・前掲(注65)95頁。
(88) 安冨潔・前掲(注74)185頁，渥美東洋・前掲(注65)87頁以下，杉原泰
雄・前掲(注３)25頁。
(89) 田宮裕・前掲(注９)71，120頁。
(90) 同上。
(91) 田宮裕・前掲(注９)72，73頁，渥美東洋・前掲(注65)106，107頁。こ
のような考え方に批判的なものとして，小田中聰樹「刑訴法の理論状況
の一分析（覚書)」吉川経夫先生古稀祝賀論文集『刑事法学の歴史と課
題』(1994年）359頁以下参照。
(92) 三井誠・前掲(注36)80頁，白取祐司『刑事訴訟法』(1999年）78，79
頁。
(93) 村井敏邦「令状主義は誰のもの？」法学セミナー435号（1991年）104
頁，井上正仁・前掲(注36)51頁。
(94) 愛知正博「実質論の視角を問い返す必要性」ジュリスト1148号（1999
年）82頁，亀山継夫「刑事訴訟法における判例と立法の役割」ジュリス
ト増刊『刑事訴訟法の争点（新版)』(1991年）24頁。
(95) 井上正仁・前掲(注36)51頁，愛知正博・前掲(注93)82頁。
(96) 愛知正博・前掲(注94)82頁。
(97) 亀山継夫・前掲(注94)24頁。
(98) 村井敏邦・前掲(注93)104頁。
(99) 同上。
(100) 井上正仁・前掲(注36)51頁，小田中聰樹・前掲(注91)359頁。
(101) 村井敏邦・前掲(注93)104頁は,「従来，強制処分法定主義は，とも
すれば令状主義と混同されるきらいがあったが，両者は密接に関連はす
るものの，それぞれに独自の意義を持つ別個の存在であることを改めて
(桃山法学 第16号 ’10)92
確認する必要があるとされる」と述べている。井上正仁・前掲(注36)51
頁，三井誠・前掲(注36)80頁，白取祐司・前掲(注92)78，79頁。
(102) それに対して，裁判所による消極的立法効果を肯定するものとして，
荒木信治『刑事訴訟法読本』(1996年）45，46頁，椎橋隆幸「電話傍受
の適法性について」法学新報103巻７号（1997年）36頁注44，等。判例
の法源性を肯定するものとして，洲見光男「修正４条による裁量統制手
法」光藤景皎先生古稀祝賀論文集上巻（2001年）202頁。
(103) ①については，所有者等が任意提出する可能性はほとんどない，②
については，所有者等が現場に存在しない場合には機能しない，③につ
いては，あまりにも能率的・効果的な法執行の利益を害するという問題
が指摘されている。安富潔・前掲(注74)148頁以下参照。
(104) プレイン・ヴュー法理については，酒巻匡「いわゆる緊急差押につ
いて」内藤謙先生古稀祝賀論集『刑事法学の現代的状況』(1994年）431
頁以下，香川喜八朗「プレインヴィュー法理の展開」高岡法学４巻１号
（1992年）29頁以下，椎橋隆幸「令状記載物以外の物に対する差押え」
別冊判例タイムズ10号（1988年）76頁等参照。
(105) もっとも，香川喜八朗・前掲(注103)52頁によると，最高裁昭和51年
11月18日判決（判例時報873号104頁）は，実質的にはプレインヴィュー
法理を採用しているとされる。また，田宮裕・前掲(注９)105頁による
と，最高裁昭和30年４月27日判決（刑集９巻５号924頁）は，当該事案
の限度でプレイン・ヴュー法理を採用しているとされる。
(106) また，緊急逮捕の規定（刑事訴訟法第210条）との整合性の見地から，
裁判官による事後的な審査を要件とする等の制限を課すことも検討に値
するであろう。
(107) 渥美東洋・前掲(注65)102頁。
(108) 大澤裕「刑事手続における情報通信技術の利用」ジュリスト1148号
（1999年）227頁。
(109) 渡辺修『捜索と防御』(1995年）58頁以下,「取調のための停止権・
緊急捜索差押権」法律時報61巻10号（1998年）21頁以下参照。
(110) 事後に令状手続を踏むことを形式的な要件として課すことも考えら
れる。
(111) この見解そのものは，刑事訴訟法の改正を提案しているが，その対
象となる犯罪を薬物事犯に限定するのであれば，むしろ薬物事犯に対応
する特別法の改正を検討すべきであろう。
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